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無職（1年以上無収入） 〇 〇 〇 〇

無職（1年以内に退職） 〇 〇 〇 〇

就労中（パート・アルバイト） 〇 〇 〇 〇

自営業・その他収入有 〇 〇 〇 〇

18歳未満（高校生以下） 〇 〇

18歳以上 学生 〇 〇 〇 〇 ◇

無職(1年以上無収入) 〇 〇 〇 〇

無職(1年以内に退職) 〇 〇 〇 〇

就労中(パート・アルバイト) 〇 〇 〇 〇

自営業・その他収入有 〇 〇 〇 〇

18歳未満（高校生以下） 〇 〇 〇

18歳以上 学生 〇 〇 〇 〇 〇 ◇

無職(1年以上無収入) 〇 〇 〇 〇 〇

無職(1年以内に退職) 〇 〇 〇 〇 〇

就労中(パート・アルバイト) 〇 〇 〇 〇 〇

自営業・その他収入有 〇 〇 〇 〇 〇

無職（1年以上無収入） 〇 〇 〇 〇 〇

無職（1年以内に退職） 〇 〇 〇 〇 〇

就労中（パート・アルバイト） 〇 〇 〇 〇 〇

自営業・その他収入有 〇 〇 〇 〇 〇

18歳未満（高校生以下） 〇 〇 〇 〇

18歳以上 学生 〇 〇 〇 〇 〇 ◇

無職(1年以上無収入) 〇 〇 〇 〇 〇

無職(1年以内に退職) 〇 〇 〇 〇 〇

就労中(パート・アルバイト) 〇 〇 〇 〇 〇

自営業・その他収入有 〇 〇 〇 〇 〇

18歳未満（高校生以下） 〇 〇 〇

18歳以上 学生 〇 〇 〇 〇 ◇

無職(1年以上無収入) 〇 〇 〇 〇

無職(1年以内に退職) 〇 〇 〇 〇

就労中(パート・アルバイト) 〇 〇 〇 〇

自営業・その他収入有 〇 〇 〇 〇

[注1] 配偶者の収入証明について

会社員の場合…直近3ヶ月分の給与明細書（写）・直近の源泉徴収票（写）・育児休業等を証明するもののいずれか

自営業の場合…確定申告書および収支内訳書（写）

※配偶者と死別の場合は上記書類は不要（調書または届書の備考等にその旨を記載してください）
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方の収入証明
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上記以外の15歳以上の
学生でないもの

上記以外の
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原本または写しを提出
発行から3ヶ月以内のもの

△

備考

夫婦共同扶養の場合
は収入の多い方の被
扶養者となります

△別居の子(高校生以
上の学生)を扶養して
いる場合は在学証明
書の添付で省略可

◇学生でもアルバイ
ト収入がある場合は
添付

〇(いずれか)
〇

婚姻による扶養
増の場合は婚姻
日の確認できる
書類

そ
の
他

配偶者と
離別して
いる場合
は必須

配偶者の退職等
による異動の場
合は健康保険資
格喪失証明書

〇

〇

△

△

世帯全員の住民票で
続柄を確認できない
場合は戸籍謄本など
を提出していただき
ます

△別居の兄弟等(高校
生以上の学生)を扶養
している場合は在学
証明書の添付で省略
可

◇学生でもアルバイ
ト収入がある場合は
添付

〇(いずれか)

被扶養者認定の審査上、必要に応じて上記以外の証明書類の提出を求めることがあります。

また、認定対象者との関係や収入状況により、生計維持関係を細かく確認させていただく場合があります。


